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　資産や負債をどのように評価すべきかは、会計学上、長く議論がなされてきた
問題である。特に近年、金融市場の発達により取得原価主義が限界を迎え、金融
商品を中心に公正価値の重要性が増してきたが、公正価値という用語の概念が必
ずしも明確になっていないという状況がある。また、公正価値をどの程度の精度
で測定できているのかも問題となっている。本論文は、公正価値概念の体系を整
理するとともに、公正価値の測定において見直すべき課題を提示しようとするも
のである。
　まず、公正価値概念が登場した背景について考察するため、米国財務会計基準
審議会（ Financial Accounting Standards Board。以下、 FASB。） および国際会
計基準審議会（ International Accounting Standards Board。以下、 IASB。） の会
計基準における公正価値について述べる。合わせてジョイント・ワーキング・グ
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ループ（ Joint Working Group。以下、 JWG。） によって公表されたドラフト基準
（以 下、 JWG ドラフト基準 。） における公正価値の考え方を述べる 。 そして 、 こ
れらの基準を参考にしながら、公正価値概念の体系、公正価値のヒエラルキーお
よび公正価値の本質について考察する。
　また、 IASB の「財務報告に関する概念フレームワーク」 １） における質的特性の
要素が変更されたことにより、 財務会計のあり方  ２） も変化した。これに伴い公正
価値の本質と当該概念フレームワークの間の整合性が問題となる。これまで会計
を支えてきた信頼性という要素が質的特性ではなくなったことにより、公正価値
は「 公正」 な価値足りえるのかを考察する必要がある 。 そこで 、 公正価値の本質
を検討した上で、公正価値測定における信頼性の重要性についても検討すること
とする。
???????????
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　 従来の会計では製造業を前提とした考え方が基礎を成しており 、 収益と費用
（原 価） の対応が重視されてきた 。 収益の認識に関しては実現の時期が重要とな
 
るが、製造業を前提とした会計実務では、収益は企業が現金又は金銭債権を得た
時点で認識されていた。また、当該資産の測定には取得原価が用いられていた。
　しかし、それでは、売買目的有価証券のように短期的に売買を行い、その価値
の上昇分により利益を得ることを目的に保有しており、かつ容易に換金可能な資
産であっても評価損益の計上が認められないこととなる。そのため、企業の経営
成績が正確に示されていないのではないかという問題が生じてきた。また、当該
有価証券等の資産としての価値についても、取得原価のまま評価していては企業
の財政状態が正確に示されていないのではないかという問題も生じてきた。さら
に、含み益・含み損を利用することで利益操作の機会を与えるという問題もあっ
た。
　 この点について 、 国際会計基準委員会（ International Accounting Standards 
Committee。以下、 IASC。）は１９９６年 １２ 月のニュースレターにおいて、 「従来の
実現と原価に基づく測定概念は、金融商品の認識と測定を行うには十分でない。
 １）  IASB［２ ０１２  a］，企業会計基準委員会・財務会計基準機構監訳 ［２ ０１２］ 。
 ２）  ここでいう 「あり方」 とは、あるべき姿という意味ではなく、どのような目的のために基準が設
定されるべきかという意味である。
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このような認識の下、多くの国が一定の金融商品について公正価値会計を受け入
れる方向に進み始めている」 ３） と述べている。そして、 「金融商品の会計基準は金
融市場への参加者の情報ニーズに追いついていない」 ４） とも述べている。
　このように、金融商品の特性上、取得原価主義ではその実態を表すには限界が
あり、 会計不正を引き起こし易くするという点でも問題がある。これは IASC も
認めていたところであり、少なくとも市場が活発でかつ売却可能性のある金融商
品について、取得原価主義会計では対応できなくなったと言える。
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　取得原価主義会計が問題を惹き起こした例として、米国における貯蓄貸付組合
（ Saving and Loan Associates。以下、 S&L。）の危機が挙げられる。 「１ ９８０年 代
における S&L の危機は従来の原価主義会計の信頼性を失墜させ 、 これに代替す  
る時価会計の導入を促したと言われて」 ５） おり、 FASB は１９８６ 年に金融商品に関
するボードプロジェクトを開始した。その主な論点は次の
 
４
 
つである。
(a) 金融商品の測定（利益と損失の報告を含む。 ）
(b) 金融資産・ 金融負債の認識の中止（特別目的事業体の資産と負債を他の事業体
の連結財務諸表に含めるべきかを含む。 ）
(c) 金融派生商品
(d) 負債と資本の区分
　そして、このボードプロジェクトの後、 FASB はいくつかの金融商品に関する
基準を公表した 。 IASB が２００８ 年に公表したディスカッション ・ ペーパー「 金
融商品の報告の複雑性の低減 」６） によると 、 その中で注目すべき基準は以下の財
 
務会計基準書（ Statement of Financial Accounting Standards。以下、 SFAS。）で
ある。
①
 SFAS 第１１４号「貸付金の減損に関する債権者の会計処理」
②
 SFAS 第１１５号「特定の負債証券および持分証券への投資の会計処理」
③
 SFAS 第１３３号「デリバティブ商品およびヘッジ活動に関する会計処理」
④
 SFAS 第１５５号「特定の混成金融商品に関する会計処理」
⑤
 SFAS 第１５７号「公正価値による測定」
 ３）  Ernst & Young［２ ００４］ ，新日本監査法人監訳［２ ００７］ 、１ -２ 頁による。
 ４）  Ernst & Young［２ ００４］ ，新日本監査法人監訳［２ ００７］ 、１ -２ 頁による。
 ５）  鳥飼裕一［１ ９９９］ 、１０５頁 。
 ６）  IASB［２ ００８］ ， para.BD６ .
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⑥
 SFAS 第１５９号「金融資産と金融負債に関する公正価値オプション」
　一方、 IASC は１９８８ 年に金融商品会計に関する研究を開始した。そして、 企業
の財務活動の実態を適切に反映させ、企業が抱えるリスクの程度やリスク管理能
力等も含めた的確な財務情報を投資家に対して提供するために 、 公開草案第４０
号（ E４０） 「金融商品（案） 」（１ ９９１年 ）と公開草案第 ４８号（ E４８） 「金融商品（案） 」
（１ ９９４年 ） を公表した。そしてこれらに対するコメントを考慮して、 第一段階で
表示と開示 、 第二段階で認識と測定の基準というように段階的な作成を経て 、
１９９５ 年には IAS 第３２号「金融商品：表示」 を公表した。 IASB（ IASC） はその
後も金融商品に関する基準を公表している。
　 IASB（ IASC） が公表した金融商品に関する基準で現在有効であるのは次の諸
基準である。
①
 IAS 第３２号「金融商品：表示」
②
 IAS 第３９号「金融商品：認識および測定」
③
 IFRS 第 ７  号「金融商品：開示」
④
 IFRS 第 ９  号「金融商品」
　ま た、 FASB と IASB は２００６ 年 に コ ン バ ー ジ ェ ン ス に 向 け た 覚 書
（ Memorandum of Understanding, MoU） を公表した。
　 上記からも分かるように 、 金融商品の測定の問題は１９８６年 の FASB による
ボードプロジェクト開始当初から ２０ 年近くにわたって議論され続けている 。 そ
 
して、金融商品の測定において、利益操作等の問題を解決するために登場したの
が公正価値概念なのである。
??? ??????????
　金融商品の測定の問題に言及するべく、本論文では公正価値概念についての考
察を行うが 、 まずはその足掛かりとして公正価値に対する JWG の考え方を述べ
る。 JWG とは、 １９９７年 に IASC が中心となって組成した組織で、これにはオー
ストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、日本、ニュージーランド、イギリス、
アメリカ、ノルディック連盟および IASC の ９  カ国の会計基準設定主体および職
業会計士団体などからメンバーが参加した  ７） 。
　 JWG ドラフト基準は、 「金融商品すべてに公正価値測定を適用したならば、 ど
のような会計モデルとなるか」 ８） を検討した成果である。本節では、 JWG ドラフ
 ７）  山田辰己［２ ０１３］ 、２ ６頁 。
 ８）  山田辰己［２ ０１３］ 、２ ６頁 。
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ト基準における公正価値概念とその適用範囲を 、 JWG ドラフト基準公表前の
FASB および IASC におけるそれと比較する。
　まず、 FASB および IASC には公正価値が入口価格と出口価格のどちらである
かという規定は存在しなかった 。 これに対し 、 JWG ドラフト基準は 、 公正価値
を「 企業が、通常の事業上の考慮を動機として行われる独立第三者間取引で、測
定日において資産を売却したとすれば受け取ったであろう価格又は負債から解放
されたとすれば支払ったであろう価格の見積額である 」９） としている 。 つまり 、
FASB や IASC とは異なり、 JWG ドラフト基準は出口価格のみを公正価値として
いた １０） 。
　次に、公正価値の適用範囲について、 FASB や IASC では、金融商品の保有目
的によって公正価値と取得原価のどちらかを採用するという、混合属性アプロー
チを採っていた。しかしながら、これは金融商品の保有目的を変更すれば会計処
理も変更できるということであり、恣意性が介入するという問題が生じることを
意味する。
　 JWG ドラフト基準はこの問題を解決するべく、 「企業は、 金融商品を当初認識
時に公正価値で測定し、 それ以降の各測定日においてもパラグラフ １２２ に記述さ
れた一定の未公開持分投資を除き、公正価値で測定しなければならない」 １１） とし
た。すなわち、基本的には全ての金融商品を公正価値で測定することを要求した
のである 。 この場合 、 当然、 信頼性の面で問題が出てくるのであるが 、 JWG ド
ラフト基準においては 、「 会計基準の設定には目的適合性と信頼性との二律背反
 
を伴うことも多い 。 JWG の考えでは 、 金融商品に関わるほとんどの状況におい
ては、目的適合性のほうに重点を置くべきである」 １２） とされている。
　このように、 JWG ドラフト基準はそれまでの基準とは違った考え方を示してお
り、その考え方は現在の基準にも強く影響していると考えられる。
?? ????????????
??? ??????????
　公正価値はどのようにこれを定義すべきであろうか。公正価値は先行研究にお
 ９）  Joint Working Group of Standard-setters［２ ０００］ ，日本公認会計士協会［２ ００１］、３ ８頁 。
 １０）  ただし、これは金融商品に関する規定である。
 １１）  Joint Working Group of Standard-setters［２ ０００］ ，日本公認会計士協会［２ ００１］、３ ８頁 。
 １２）  Joint Working Group of Standard-setters［２ ０００］ ，日本公認会計士協会［２ ００１］、１５８頁 。
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いても様々な意味で捉えられており、一口に公正価値といっても何を指している
のかが明確ではない。そこで、本節ではいくつかの公正価値概念を紹介し、それ
らの関係性を整理する。
　図 表
 
１
 
は公正価値概念の体系と取得原価との関係を表したものである 。 公正価
値はまず 、 公正価値に主観的な要素を反映する 「 主観的公正価値」 をとるか 、 客
観的な情報のみを反映する 「 客観的公正価値」 をとるかという観点から分類する
ことができる。主観的公正価値は経営者の主観的な評価を基礎とする公正価値概
念であり、複雑で市場が不完全で流動性が低い金融商品に用いられる。
　これに対し、客観的公正価値はいわゆる市場価値である。客観的公正価値であ
る市場価値には、入口価格と出口価格の
 
２
 
つの定義が考えられる。 IFRS 第１３号
公表以前、 IASB における公正価値の定義は 、 入口価格と出口価格の両方の意味
を含んでいたと考えられる 。 当該定義では、「 企業が資産を購入しようとしてい
るのか売却しようとしているのかを特定して」 １３） おらず、入口価格とも出口価格
とも解釈できたからである 。 ま た、「 債権者に言及せずに、 取引の知識がある自
発的な当事者に言及していたため、負債の決済が何を意味するのかが不明確」 １４）
である、「交換又は決済が行われるのが測定日なのか他の日なのかを明示して」 １５）
いないという問題もあった。これに加えて、 FASB は、公正価値を出口価格と定
義していた。そこで、 IASB は、不備の改善と FASB とのコンバージェンスの観
点から、 IFRS 第１３号「公正価値測定」 において、公正価値を、 「測定日時点で、
市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するために受け取るであろう
価格又は負債を移転するために支払うであろう価格 」１６）、 すなわち出口価格と定
（注） 図表 １  は筆者が作成した。
 １３）  IASB［２ ０１２  b］，企業会計基準委員会・財務会計基準機構監訳 ［２ ０１２］ ， para.BC３０ .
 １４）  IASB［２ ０１２  b］， para.BC３０ .
 １５）  IASB［２ ０１２  b］， para.BC３０ .
 １６）  IASB［２ ０１２  b］， para.９ .
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義した。
　な お、 完全市場においては資本市場理論上 、「 異常な期待収益があれば直ちに
裁定される」 １７） ので主観的公正価値と客観的公正価値は等しくなると考えられ、
さらに、 入口価格と出口価格、 取得原価と公正価値 １８） は等しくなると考えられる。
ただし、完全市場を想定することは現実的ではないので、本論文では不完全市場
を想定して議論を進める。
　 以上が公正価値概念の大まかな体系であるが 、 以下の２ . ２ では公正価値をイン
プットの性質によって階層化する公正価値のヒエラルキーについて述べ 、２ . ３  
では本節で示した公正価値のうち、どこにその本質があるのかを検討する。
??? ????????????
　資産 ・ 負債を公正価値で評価するにあたり、公正価値はレベル
 
１、レベル
 
２、 レ
ベル
 
３
 
の
 
３
 
段階に分けられる 。 レベル
 
１
 
～
 
３
 
はそれぞれ図表
 
２
 
のように説明され
る。
　公正価値は、 時価単価（インプット） ×保有数量という式で表わすことができる
が、 ここで注目すべきはインプットである 。 インプットとは 、「 市場参加者が資
産又は負債の価格付けを行う際に使用するであろう仮定」 １９） であり、観察可能な
インプットと観察可能でないインプットがある。観察可能なインプットとは、 「入
手可能なデータ （ 実際の事象又は取引に関する公開されている情報 ） を基礎とし
て設定されたインプットで、市場参加者が資産又は負債の価格付けを行う際に用
いるであろう仮定を反映するもの」 ２０） である。観察可能でないインプットとは、
 １７）  古賀智敏［２ ００１］、６ １頁 。
 １８）  図 １  における最広義の公正価値を指している。
 １９）  IASB［２ ０１２  b］，付録 A.
 ２０）  IASB［２ ０１２  b］，付録 A.
（注） 図表 ２  は筆者が作成した。
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同一の資産および負債についての活発な市場における無修正の相場
価格で構成される。
レベル
 
１
公正価値ヒエラルキーのレベル
 
１
 
に含まれない他の観察可能なイン
プットで構成される。
レベル
 
２
観察可能でないインプットで構成される （ 企業自身のデータが含ま
れ、 必要ならば、 市場参加者がその状況で使用するであろう仮定を反
映できるように調整される） 。
レベル
 
３
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「 インプットのうち 、 市場データが入手可能でなく 、 市場参加者が当該資産又は
負債の価格付けを行う際に用いるであろう仮定に関する利用可能な最善の情報を
用いて作成されるもの」 ２１） である。
　インプットは
 
３
 
つのレベルに分けられ、 レベル
 
１
 
のインプットは、 「測定日にお
ける企業がアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場における相場
価格（無調整） 」２２） であり、 利用可能な場合は常に公正価値の測定に用いるべきで
あるとされている。レベル
 
２
 
のインプットは、 「レベル
 
１
 
に含まれる相場価格以外
のインプットのうち、資産又は負債について直接又は間接に観察可能なもの」 ２３）
とされ 、 レベル
 
３
 
のインプットは 、「 資産又は負債に関する観察可能でないイン
プット」 ２４） とされている。
　 公正価値とインプットの各レベルの定義を比較すれば 、 レベル
 
１
 
のインプット
を用いて測定されるものがレベル
 
１
 
の公正価値であると考えられ 、 レベル
 
２、 レ
ベル
 
３
 
にも同様のことがいえる。
　この中で問題となってくるのはレベル
 
３
 
の公正価値である。保有数量は客観的
であることから 、 とりわけレベル
 
３
 
のインプットの扱いが重要となる 。 レベル
 
１
  
とレベル
 
２
 
の公正価値については、その資産・負債そのものの相場価格、あるい
は資産・負債について直接又は間接に観察可能なインプットが存在するので客観
性、ひいては信頼性の面で大きな問題はない。しかし、レベル
 
３
 
の公正価値に関
しては市場が存在しない。
　 IFRS 第１３ 号では公正価値の評価技法として、①コスト ・ アプローチ、②マー
ケット・アプローチ、③インカム・アプローチの
 
３
 
つの考え方を挙げており、状
況に応じていずれかを選択することとしている。
　 コスト ・ アプローチとは 、「 資産の用益能力を再調達するために現在必要とな
る金額（現在再調達原価と呼ばれることが多い） を反映する」 ２５） 評価技法である。
マーケット ・ アプローチとは、 「同一の又は比較可能な （すなわち、類似の） 資産、
負債又は資産と負債のグループ （ 事業など ） に関わる市場取引により生み出され
る価格その他の関連性のある情報を用いる」 ２６） 評価技法である。インカム・アプ
ローチとは、 「将来の金額 （例えば、キャッシュ・フロー又は収益および費用） を
 ２１）  IASB［２ ０１２  b］，付録 A.
 ２２）  IASB［２ ０１２  b］， para.７６ .
 ２３）  IASB［２ ０１２  b］， para.８１ .
 ２４）  IASB［２ ０１２  b］， para.８６ .
 ２５）  IASB［２ ０１２  b］， para.B８ .
 ２６）  IASB［２ ０１２  b］， para.B５ .
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単一の現在の（すなわち、 割引後の） 金額に変換する」 ２７） 評価技法であり、 レベル
 
 
３
 
の公正価値の測定に用いられると考えられる 。 例えば、 現在価値技法やオプ
 
ション価格算定モデル （ ブラック＝ショールズ＝マートン算式や二項モデルな
ど） がある。
　インカム・アプローチはインプットが観察可能でないので企業による見積数値
を用いる必要があるので、客観性に欠けるところがあり、経営者の恣意性の混入
も避けられない。つまり、レベル
 
３
 
の公正価値についての万能なモデルは存在し
ないのが現状である。このような問題を抱えるレベル
 
３
 
の公正価値をどのように
扱うかについては ３ . ２ 以降で述べる。
??? ????????
　 ここでは財政状態計算書 ２８） の本質をどのように捉えるかを静態論と動態論の
考え方も踏まえて考察した上で、公正価値の本質について述べる。
　１７～ ２０ 世紀初頭において 、 企業は小規模で倒産も多かったため 、 企業会計に
は債権者保護の観点から企業の債務弁済能力の開示が求められていた。よって、
財政状態計算書の本質は企業の解散価値を示すことにあり、資産・負債は時価で
評価されていた。
　ところが、 ２０ 世紀以降は企業が大規模化して倒産も以前に比べると減少した。
その理由として証券市場の発達による直接金融の台頭が考えられる。その結果、
投資家を保護する必要性が高まり、企業会計には企業の収益力の開示が求められ
た。よって、財政状態計算書の本質は、適正な期間損益計算を行うために、収支
と損益の期間帰属の齟齬を表示することにあった。これが収益費用アプローチと
合致すると考えられる。
　近年ではこの収益費用アプローチに代わって、より未来志向である資産負債ア
プローチが主流となってきているが、公正価値の本質は正にここにあると考えら
れる。これについて、図表
 
３
 
を用いて説明する。
　図表
 
３
 
において、 ①（ X１ および X２  ） は市場価値２９） による評価を表わす。過去
から現在への矢印は、過去の取引の結果が現在の資産・負債の評価額に反映され
ていることを示している。現在から未来への矢印は、未来での認識を想定する考
 ２７）  IASB［２ ０１２  b］， para.B１０ .
 ２８）  本論文では過去の議論に関しても貸借対照表を財政状態計算書と書き換える。
 ２９）  ここでの市場価値とは出口価格を指している。
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え方を有することを示している。そして、未来から現在への矢印は、割引現在価
値を評価額としていることを示している。
　②については過去からの記録をもとにしており、取得原価がこれにあたると考
えられる。また、③についても未来を想定してはいるものの、取得原価に基づい
てる。④は例えば貸倒引当金のように、将来のキャッシュ・フローを示している
が、当期の収益と費用を対応させることを目的としているため収益費用アプロー
チに基づくと考えられるものを表す。よって、②および③は取得原価に基づく点
で、④は資産や負債の現在の価値を表すことを第一の目的としていない点で公正
価値とは異なる。
　これに対し、 X２  の市場価値および⑤の割引現在価値が公正価値であると考えら
れるが、注目すべきは⑤である。市場価値は将来キャッシュフローを
 
０
 
年で割引
いた割引現在価値と捉えることもできる ３０） 。従って、 市場価値は特殊な割引現在
価値であり、 公正価値の一般的な本質は⑤にあると考えられる。なお、 X１ は解散
価値を表わしているが、これが公正価値といえるかについては本論文では考察外
とする。
??????????????
??? ?? ?? ????????????????
　 IASB の「財務報告に関する概念フレームワーク」 では、 財務情報の基本的な質
的特性として、目的適合性と忠実な表現が挙げられている。そこでは 「目的適合
性のある情報は、利用者が行う意思決定に相異を生じさせることができる」 ３１） と
 ３０）  上野清貴［２ ０１１］ 参照。
 ３１）  IASB［２ ０１２  a］，企業会計基準委員会・財務会計基準機構監訳 ［２ ０１２］ ， para.QC６ .
?????????????????
（注） 図表 ３  は筆者が作成した。
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されており、これは我が国における意思決定との関連性 ３２） と同義と考えられる。
　また、以前は基本的な質的特性として忠実な表現ではなく信頼性が挙げられて
いたが、概念フレームワークの改訂により信頼性が忠実な表現に置換わった。こ
れは IASB と FASB が２００８ 年に着手した共同プロジェクトの成果であるが、 信
頼性が基本的な質的特性でなくなったばかりでなく、その文言自体も削除された
のはなぜであろうか。
　信頼性という用語は多様な意味を持ち、解釈が情報利用者によって異なる場合
があった。例えば、信頼性は測定値の正確性や確実性を直接的に意味するもので
はないが、正確でない、あるいは確実でない情報は信頼性がないと評価されるこ
とがあった。また、どの程度の信頼性を確保すれはよいのかという点でも合意が
なされておらず、この点についても明確にする必要があった。しかし、信頼性と
いう概念を明確に定義することは非常に困難であり、それゆえに信頼性に代わる
ものとして忠実な表現を目的適合性と並ぶ上位概念として位置付けることに決め
たと考えられる。
　 IASB は、 情報が意思決定にとって 「 有用であるためには 、 財務情報は、 目的
適合性のある現象を表現するだけでなく、表現しようとしている現象を忠実に表
現しなければならない」 ３３） としている。これは、目的適合性と信頼性をそれぞれ
どの程度考慮するかという従来の論点から脱却し、目的適合性を重視するフレー
ムワークが構築されたことを示唆している。
??? ?????????
　 公正価値の測定値については 、 大きく分けて
 
２
 
つの考え方がある 。１
 
つは公正
価値の測定値として信頼性のある数値を要求する考え方である 。 も う
 
１
 
つは情報
利用者に対してより多くの企業情報を与えるという観点から、公正価値の測定値
に前者ほど信頼性を要求しないという考え方である。つまり、前者における公正
価値は客観的公正価値のみであり、後者における公正価値は客観的公正価値に加
えて主観的公正価値も含まれる ３４） 。 IFRS 第１３ 号における公正価値の定義は、 前
者を表わしていると考えられる。
　しかしながら、 IASB の「財務報告に関する概念フレームワーク」 は、 目的適合
 ３２）  意思決定との関連性とは、 「会計情報が将来の投資の成果についての予測に関連する内容を含ん
でおり、企業価値の推定を通じた投資家による意思決定に積極的な影響を与えて貢献すること」
（企業会計基準委員会［２ ００６］、８ 頁。） を指す。
 ３３）  IASB［２ ０１２  a］， para.QC１２ .
 ３４）  図 １  参照。
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性を重視するように変容し 、 JWG ドラフト基準においても金融商品に関して目  
的適合性を重視している ３５） 。このような考え方のもとでは正確な数値が算出可能
なものだけを財務諸表に計上するのではなく、数値の信頼性が一定水準を満たし
ているならば、目的適合性の高い情報を計上していくべきであろう。つまり、レ
ベル
 
３
 
の公正価値は目的適合性のある有用な情報と捉えることができる。
　ま た、 ３ . １で述べた公正価値の本質を考慮すれば 、 レベル  ３  の公正価値のよう  
に市場価値が入手不可能なものについてもその測定を積極的に行い、財務諸表に
計上するべきであろう。
　 ただし 、 これは IASB の「 財務報告に関する概念フレームワーク 」 を所与のも
のとした場合の考え方である。
??? ??????????
　これまで公正価値の体系や本質、 IASB の「財務報告に関する概念フレームワー
ク」 によって求められる公正価値情報について述べてきた。ここではこれらを勘
案した上で、公正価値測定における課題について考察する。
　前述のように、 IASB の「財務報告に関する概念フレームワーク」 が目的適合性
を重視している点や、公正価値の本質が割引現在価値である点を考慮すると、図
表
 
１
 
における客観的公正価値だけでなく 、 主観的公正価値についても計上を試み
る必要がある。
　しかしながら、レベル
 
３
 
の公正価値には信頼性に関して問題があるのは周知の
通りであろう。 IASB の「財務報告に関する概念フレームワーク」 では、 質的特性
の上位概念として信頼性に置換わって忠実な表現が挙げられているが、そもそも
忠実な表現は IFRS において信頼性と同義で使われてきたこともあり、 また、「従
来のフレームワークが信頼性の要素として含んでいた主要な特性を包含してい
る」 ３６） とされている。それにも関わらず、信頼性を支える主要な要素であった検
証可能性が補強的な質的特性でしかなくなったことには疑問を感じずにはいられ
ない。
　 検証可能性が欠けていた場合 、「 その情報が表現しようとしているものを忠実
 
に表現していない危険性が高くなる 」３７） と IASB の「 財務報告に関する概念フ
 ３５）  信頼性が概念フレームワークの質的特性として挙げられている中においてもこのような主張を
したことから、目的適合性を非常に重視していたことがわかる。
 ３６ ） IASB［２ ０１２  a］， para.BC３ .２４ .
 ３７）  IASB［２ ０１２  a］， para.BC３ .３４ .
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レームワーク」 にも記載されており、検証可能性を直接の要素として持たない忠
実な表現は、信頼性の確保について一部放棄しているようにも捉えられる。
　 IASB 自身も「 情報は、 重要な誤謬と偏りがなく 、 情報が表現しようとしてい
るか又は表現することが合理的に期待できるものを忠実に表現しているものとし
て利用者が依拠できる場合には、信頼性という特性を有する」 ３８） としており、如
何に目的適合的な情報であっても、それが信頼性を備えていないならばその情報
は有用なものとは言えない。それどころか、情報利用者が誤った意思決定をして
しまう可能性があるのでむしろ有害であり、公正価値よりも取得原価のほうが優
れた情報であるという意見もある。よって、公正価値の有用性を保つためには、
信頼性を高めていくことが必要とされる 。 つまり 、 図表
 
１
 
の主観的公正価値と客
観的公正価値の差を小さくすることが要求される。ただし、主観的公正価値はあ
くまで予測の域を出ず、その信頼性は評価技法の精度と入手可能な情報に依存す
る。
　レベル
 
３
 
の公正価値の評価技法は前述の通りであるが、これらの信頼性を確保
するべく検証可能性を高めていくことが重要と考えられる。検証には直接的検証
と間接的検証がある。直接的検証とは、 「直接的な観察 （例えば、現金の実査） を
通じて、金額又はその他の表現を検証すること」 ３９） である。文字通り実在する経
済的な事物を会計数値と突合し、会計数値にバイアス等がかかっていればすぐに
分かるので中立的かどうかを確認でき、ひいてはその会計数値が経済的な事物を
忠実に表現していることを保証することになる。
　一 方、 間接的検証とは 、「 モデル、 算式又はその他の技法へのインプットの
 
チェックおよび同一の方法論を用いてのアウトプットの再計算」 ４０） をすることで
ある。間接的検証は、直接的検証とは異なり、直接的な突合はできないので会計
数値そのものが中立的な描写を伴って忠実に表現されていることを保証すること
はできないが、会計数値を評価した方法の適用について中立的であることを保証
することはできる。
　 両者を比べれば 、 直接的検証を行う方が望ましい 。 レベル
 
１
 
およびレベル
 
２
 
の
公正価値については、市場があるので直接的検証あるいはそれに近い検証を行え
る場合が多いと思われる。しかし、レベル
 
３
 
の公正価値については間接的検証し
か行えず、会計数値そのものが忠実に表現されているという保証はできない。つ
 ３８）  IASB［２ ０１２  a］， para.BC３ .２２ .
 ３９）  IASB［２ ０１２  a］， para.QC２７ .
 ４０）  IASB［２ ０１２  a］， para.QC２７ .
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まり、これまで述べてきたレベル
 
３
 
の公正価値を評価する際の問題点の根源は、
検証可能性にあると考えられる。
　レベル
 
３
 
の公正価値において直接的検証は不可能なので、間接的検証の質を高
めていくことが公正価値情報の有用性の上昇に繋がる。よって、間接的検証にお
いてチェックされる計算モデル等の質が重要になる。計算モデル等に経営者の恣
意性が介入することが避けられず 、 これがレベル
 
３
 
の公正価値には信頼性がな
 
い、あるいは、恣意性が介入していると批判される理由である。それ故、財務諸
表本体以外で計算モデル等の妥当性を証明するための情報を開示する必要があ
る。
???
　かつての会計基準は製造業を前提とした取得原価主義にもとづいていたが、金
融取引が活発化したことにより限界が訪れた。 S&L 危機などの問題が顕在化した
こともあり 、 各会計基準設定団体は金融商品会計基準の設定に取り組むように
なった。そこで金融商品を測定するにあたって重要になってきたのが公正価値で
ある。
　公正価値にはいくつかの考え方が存在するので、本論文では公正価値の体系化
を試み、その本質について述べた。公正価値は主観的公正価値と客観的公正価値
に分類され 、 客観的公正価値は入口価格と出口価格に分類される 。 FASB や 
IASB において 、 入口価格と出口価格についての議論は出口価格で決着がついて
いるが 、 これには JWG ドラフト基準の考え方が踏襲されているように考えられ
る。
　また、市場価値 （出口価格） は
 
０
 
年後の資産（負債） の割引現在価値と解釈する
 
ことができるので 、 割引現在価値が公正価値の一般的な本質であると考えられ
 
る。 IASB の概念フレームワークの変遷により 、 目的適合性が重視されるように
なったことからも、金融商品の実態を表すための努力として割引現在価値の算定
は必要であろう。
　しかしながら、会計は測定に信頼性があったからこそ、その役割に期待が持た
れていた。 IASB の「財務報告に関する概念フレームワーク」 において信頼性が文
言すらなくなり、検証可能性が補強的な特性でしかなくなったことから、信頼性
が以前よりも軽視されつつあるのではないかと疑問を感じずにはいられない。
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　本論文で述べたように、主観的公正価値と客観的公正価値の信頼性の差を埋め
ていくためには精度の高い評価技法が必要となってくる。また、間接的検証を可
能とする情報を財務諸表本体以外においても開示することが、公正価値情報の信
頼性向上において必要であると考えられる。
（筆者は関西学院大学大学院商学研究科博士課程後期課程  １  年）
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